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日本のIT企業におけるオープンソースヴフトウェアの
活用・開発貢献に関する研究

A S加dy ofthe Relation be加een utilization and contribution of open

Source sofNare in Japanese lT companies
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Abstract

The expanded use of open source sofNare (OSS), and the expansion ofthe

market caused by this adoption has led to a corresponding increase in the num・

ber of businesses acting as stakeholders in the 丘eld. some of these are pure

Users ofoss techn010gy but a great number are developers ofsuch techn010gy,

and can be understood to have a substantialinvestment in this paradigm.1tis

reasonable to assume that such businesses are rational actors, and that their

investment or contribution to the field implies a positive economicbenem either

Currently obtained or assumed as a return in the ム,1ture. This paper analyzes

how oss e丘ectsJapanese lT companies' business growth both through simple

Use and by deeper engagement as a stakeholderin oss community. This is the

五rsttime that such a link beNeen the U田ization of oss and economic groMh

has been explored in the context ofJapan, and it can hopefUⅡy lay a foundation

forfudher study regarding the realeconomicvalue ofthis approach to s0丘Ware.
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1.はじめに

一般的に企業側から見た場合、オープンソース・ソフトゥエア(以下、 OSS)

を導入=活用する第一の理由はコスト削減である。これは直接的にはこれらの

企業の収益を拡大させる。一方、 OSS導入を行う企業の中でもOSSを含めたIT

ソリューションを導入してシステムを構築する、いわゆる需要側の企業のコス

ト削減は、これらの企業に対してITソリューションの供給を行う企業(本稿で

定義するIT企業)にとっては市場全体の縮小につながる可能性がある。そのた

め、新しい市場、ディストリビューション市場の開拓が必要になってくる。 OSS

によるビジネスモデルは、ソフトウェア自体は無償であっても、その導入、シ

ステム構築、サポート、メンテナンスなどのサービスをビジネスとするもので

ある。

ただし、このサービスビジネスがそのまま従来の供給側のIT企業に新しい市

場をもたらすものではない。そこで供給側の企業がその市場を獲得する、市場

競争において優位になるためにはOSS自体への知識、開発力が求められること

になる。これはIT企業自身がOSSの開発へ参加・貢献することによって可能に

なる。実際にLinuXの開発(LinuXの力ーネルコードへの貢献)においてもIBM、

Intel、 RedHat、 NoveⅡといった米国の大手IT企業の貢献度が高く、 LinuXサー

バ市場におけるこれらの企業の競争力強化につながっている。 LinuX開発の中核

にあるのが非営利組織である LinuxFoundationであるが、 LinuX 力ーネルの開発

においてこれらのIT企業の貢献割合が高い①。

日本においてもIT企業のOSSへの関与は当初(1990年代末から2000年代前半

にかけて)はOSSの活用によるコスト削減の側面が強かったが(野

野田哲夫・丹生晃隆・シェーンコークラン

① LinuxFound狐on (2010)によると、 LinuX 力ーネル開発の約7割は企業によるものであ

り、そのうち IBM (4.8%)、 1ntel (フ.8%)、 Red Hat (12.0%)、 NoveⅡ(5.0%)で約

3割を占めている。例えば陽Mは長い歴史の中で、それぞれ世界トップ・クラスのサー

バとしての実績を積んできたが、現在LmuXに最も力を入れているべンダであることを

知られている。 1999年に IBM は LinuxTechn010部Center 化TC)を開設して以来、コ
ミュニティと共にLinux/OSSの成長に力を入れて取り組んできた。
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田,2006,2008参照)、近年は「国産」のプログラミング言語RubyやRuby によ

る W、eb開発フレームワーク RubyonRailS による開発案件の拡大などもあり、

これらのOSSの開発過程への貢献も進んでいることが考えられる。そこで、日

本のIT企業においてOSSの活用と開発への貢献度の調査、そしてこれが企業の

収益~成長へ与える影響を調べることが求められる。本稿では、島根大学特別

教育研究プロジェクト「産官学連携による開発コミュニティを中心としたオー

プンソース・ソフトウェアの先端的研究体制の構築」において、 2012年10月か

ら12月に日本の情報サービス企業に対して行った「オープンソース・ソフトゥエ

ア(OSS)活用実態調査アンケート」(参考資料)の調査結果を基に、日本のIT

企業におけるOSSの活用と開発貢献、および企業成長との関係を分析したもの

である。なお、アンケート調査対象は後述するように、 OSSの活用自体は既に

高いことが予測される企業を対象としており、そのため本稿もOSSの活用度自

体よりむしろ、活用と開発貢献、および企業収益との関連を分析することを主

眼としている。

2,調査方法
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本稿では、米国の大手IT企業と同様に、日本においてもITソリューションの

供給を行うIT企業において、 OSSの活用だけでなく 0SSの開発プロセス自体へ

の貢献も進んでおり、 OSSの活用度が高い企業ほどOSSの開発貢献が高いとい

うことを仮定する。さらにOSSの活用と開発貢献が企業成長に与える影響を調

査することも目的とする(図 1参照)。

図1 OSSの活用と開発貢献、および企業成長の関係
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そこで、 OSSの活用と開発貢献、および企業収益との関連を分析することを

目的するために、 OSSの活用自体は既に高いことが予想されるOSS関係のIT

企業の全国組織であるOSSコンソーシアム加盟企業②、またプログラミング言

語Rubyによる産業振興を進めているしまねOSS協議会加盟企業③、中国地方の

情報サービス産業協会加盟企業④、福岡Rubyビジネス拠点推進会議加盟企業⑤、

に対して「アンケート調査票」(参考資料)を送付した。「調査票」はこれらの

IT企業642社に送付され、回答のあったIT企業は191社であった(回答率29.8%)。

「アンケート調査票」は各IT企業のプロフィールけ也域、企業規模、成長率)、

主要 OSS である Linux、 Apache HTI'p sewer、データベース(MysQL, post、

gresQL他)、 Ruby、それ以外のプログラミング言語(perl, python, PHP など

のスクリプト言語)、 RubyonRailSのそれぞれのn企業での活用度、および主

要OSSの開発貢献度を調査したものである。活用度に関しては、それぞれのOSS

の分野におけるそのOSSの活用割合(例:サーバ0SとしてUnuXを活用して

おり、他のサーバ0Sも含めた活用のうち Li加Xの活用割合)を、またOSS

の開発貢献に関しては、 OSSの団体、コミュニティなどに賛助金や会費などで

直接投資している金額および開発者が業務時間内にOSSの開発に貢献してぃる

人件費(人月換算したもの)等の合計費で金額換算して聞いた。なお。文末資

料にあるように選択肢はすべて段階で回答するものである。

野田哲夫・丹生晃隆・シェーンコークラン

OSS コンソーシアム:オープンソース・ビジネスを推進する団体で2009年に、 Linux

の普及を目的とした UnuXコンソーシアムを引き継ぎ、活動をⅡnuXからオープンソー

ス全体へ強化・拡大した新団体として発足。加盟企業は37社。 h廿Pゾ/W艸.osscons.jp
参旦頁。

③
しまねOSS協議会:プログラミング言語Rubyによる産業振興政策松江市の進めるRuby
CiwNIAISUEプロジェクトに参加する企業を中心に2006年に設立。 OSSを通じた技術
カ'開発力の向上を目指す。加盟企業は30社。 h杜P://W四.shimane-OSS.org/参照。

(4)
Rubyによる産業振興は2009年からのちゅうごく地域Ruby ビジネスフォーラム設立を契
機に中国地方全体のIT産業に波及した。中国地方にはそれぞれ広島県情報産業協会、
山口情報産業協会、システムエンジニアリング岡山、鳥取県情報産業協会、島根県情報
産業協会の各IT企業の業界団体がある。

⑤福岡Ruby ビジネス拠点推進会議:2008年に設立され、毎年「フクォカ Ruby大賞」を
主催するなど Ruby を活用したビジネスの普及活動を行っている。 h此P://WWW.f-ruby
Com/参照。

②
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3.分析結果と考察

3.1 0SSの活用と開発貢献

調査対象のIT企業自体がOSSやRubyによる開発に関わる企業団体に加盟し

てぃる企業であるため、 OSSの活用自体は高く、特に LinuXやApache HTrp

SeNer、データベースの活用は50%近くの割合でOSS を活用している企業が全

体の3割前後であり、また7割から8割の企業がこれらのOSSを活用している

(図2参照)。これに比べて Ruby と Rubyon RailSの活用度は低いが、これは調

査対象のIT企業が、 S1サービス、ソフトゥエア開発、ソフトプロダクト開発

販売からネットワークサービスまで幅広く、これに対して現状ではRubyとRuby

OnRailSの活用分野はWeb アプリケーション開発などのネットワーク関連の業

務に偏っているからである⑥。

図2
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日本のIT企業におけるOSSの活用度(OSSの活用割合)
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自治体や企業の基幹業務の開発などにも活用が進んでおり、また2012年4月のRuby
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図3 日本のIT企業におけるOSSの開発貢献度
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活用
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開発貢献

表1

Linux

主要OSSの活用と開発貢献の相関

「オープンソース・ソフトゥエア(OSS)活用実態調査アンケート」(2012)より

スピアマン順位相関係数検定" 1%水準有意,*5%水準有意

; 136、

.151

050

.031

. H4

.087

Apache

ー.002

.135

ー.016

013

.161*

.086

Rails、そして Ruby と Ruby On

(表 1参照)。

日本の IT企業では LinuXやApache HTI'p seNer、データベース(MysQL,

PostgresQL他)は既に活用が進んでいる分、そのビジネス分野での評価も商用

のソフトウェア同様に進んでいることが考えられる。もちろんこれらの OSS

は、冒頭に述べたLinuX力ーネルの開発に見られるように、世界的なコミュニティ

と、米国の大手IT企業を中心とした開発貢献によって進められているのである

が、日本のIT企業の多くはこの過程には関わることなく、その活用を進めてい

る実態が明らかとなった。

これに対して、 Rubyはその開発が日本のコミュニティを中心に行われており、

そしてRubyを活用する企業にとっては(活用度は他のOSSに比べて低いが)、

Rubyの開発自体にも関わりゃすい状況にある。これはRubyonRails、またRuby

と RubyonRailS との関係についても同様である。また、この結果はRubyやRuby

On RailS が LinuX や Apache HTI'p seNer、データベース(MysQL, postgresQL

他)などのOSSに比べて、日本のIT企業によってビジネス分野でまだ評価をさ

れていないことも意眛している。すなわち RubyやRubyonRailS を活用する IT

企業にとっては、これを有効に活用するためにはその開発過程にも参加・貢献

して RubyやRubyon RailS を評価(E松Iuate)することが求められているのであ

る。
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表2 主要OSSの活用と企業成長の相関

売上高成長率

(前年度比)

.191*

.167*

.131
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.098
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売上高成長率

(次年度見込)
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Apache
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その他言語

Ruby on Rails

.245**

220**

.222**

.214**

]76*

178*

表3 主要OSSの開発貢献と企業成長の相関

売上高成長率

(前年度1扮

従業員伸び率

(前年度比)

「オープンソース・ソフトゥエア(OSS)活用実態調査アンケート」(2012)より

スピアマン1順位相関係数検定" 1%水準有意,*5%水準有意
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日本の IT企業において OSSの活用はー一般的になっている。その結果、コスト

削減のためにのみOSSを活用することは競争優位を得る要因ではなくなってい

売上高成長率

(次年度見込)

従業員伸び率

(次年度見込)

3.3 0SSの活用・開発貢献と企業成長の関係

OSSの活用・開発貢献と、企業の成長指標として売上高成長率(前年度比)、

売上高成長率(次年度見込)、従業員伸び率(前年度比)、従業員伸び率(次年

度見込)との関係(相関)を調べた。その結果、 OSSの活用と企業の成長指標

との関係は、総じて相関は低いが、その中で売上高成長率(次年度見込)との

相関が表れている。一方、 OSSの開発貢献と企業の成長指標では全く相関が表

れていないことが明らかとなった(表2、表3参照)。
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る。1T企業にとってOSSを活用したITソリューション市場で優位性を獲得す

るためには、 OSS自体への知識、開発力を高める必要があり、そのためにOSS

の開発プロセス自体に関与することは避けられない。しかしながら、今回のOSS

活用実態調査アンケートによって、 LinuXやApache HTrpseNer、データベー

ス(MysQL, postgresQL他)などの主要OSS は、日本の多くの IT企業にとっ

てまだ活用対象であり、また活用のみによって利益(売上高見込)を得られる

ことが明らかとなった。

これに対して、 Rubyを含むスクリプト言語やWeb開発フレームワークのRuby

OnRailSは、一部の日本のIT企業にとって活用対象であり、また活用している

企業はこの開発にも貢献している。ただし、開発への貢献は未だ企業の成長に

結びついていないことも明らかとなった。

今後はこれらのOSSの種類の違いと、1T企業内での業種、 OSS活用の目的の

違いによって、それぞれのOSSの活用と開発貢献が企業成長に与える効果の違

いを分析することが求められる。

また、今回は単年度の調査によって企業の成長指標を順位データとすること

で相関分析を行ったが、OSSの活用と開発貢献が企業の成長に与える分析フレー

ムワークを導出するためには、企業の成長指標に関する経年データが必要とさ

れる。 OSSの活用と開発貢献に関する統計データは現状では企業アンケート調

査によってしか収集できないが、今後も同様の調査を継続していくことで、 OSS

の活用と開発貢献が企業成長に与える影響をダイナミックに分析することが求

められる。
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参考資料「オープンソース・ソフトウェア(OSS)活用実態調査アンケート」

オープンソース・ソフトウェア(OSS)活用実態調査アンケート

島根大学ではオープンソース・ソフトウェア(OSS)の開発スタイルとピジネスの関連について
調査・分析をしております。そこで、情報サービス産業におけるOSSの活用、またOSS開発への
関与を研究調査用データとしてアンケートを実施させて頂くことといたしました。
つきましては大変恐縮ではございますが、以下のアンケートにご回答いただきたくお願い申し

上げます。ご記入いただいたご回答は、島根大学法文学部山陰研究センターまでに同封の返
信用封筒でご返送いただきますようお願いいたします。なお、質問に特に注記がない場合は、
回答時点の内容でお答え下さい。いただいたご回答は、アンケートの目的以外外には一切使
用しませんので、ご協力をよろしくお願い申し上げます。

【貴社の会社情報についてお聞きします】

*記述回答以外は、該当する項目に0をお付け下さい。

1.本社の所在地(都道府県)をお教えください。

2.創業年をお教えください。

② 1971年~1980年① 1970年以前

④ 1991年~2000年⑤ 2001年~2005年
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3.主たる業務についてお教えください。

②ソフトウェア開発① S1サービス

④Πアウトソーシング⑤情報処理サービズ

⑦その他(

4.資本金規模についてお教えください。

① 1,000万円以下② 1,000万円超~5,000万円

④ 1億円超~3億円⑤ 3億円超~10億円⑥

⑦ 50億円超~100億円⑧ 100億円超

③ 1981年~1990年

③ 2006年以降

5.従業員規模についてお教えください。

② 26人~50人① 25人以下

④ 101人~200人⑤ 201人~300人

⑦ 501人~1,000人⑧ 1001人以上

③ソフトプロダクト開発・販売

⑥ネットワークサービス

③ 5,000万円超~1億円

10億円超~50億円

③ 51人~100人

⑥ 301人~500人
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6.開発者(プログラマ・エンジニア)の人数についてお教えください。

① 25人以下 ② 26人~50人 ③ 51人~100人

⑤201人~300人⑥301人~500人④ 101人~200人

⑦ 501人~1,000人⑧ 1001人以上

野田哲夫・丹生晃隆・シェーンコークラン

フ.売上高規模についてお教えください。*前年度の会計年度決算額

① 1億円以下 ② 1億円超~5億円③ 5億円超~10億円

④ 10億円超~50億円⑤50億円超~100億円⑥ 100億円超~300億円

⑦ 300億円超~500億円⑧ 500億円超

8.売上高成長率についてお教えください。

①大幅増(20%超)②増加傾向

④減少傾向 ⑤大幅減(20%超)

9.売上高成長率についてお教えください。

①大幅増(20%超)②増加傾向

④減少傾向 ⑤大幅減(20%超)

10.従業員数伸び率についてお教えください。

①大幅増(20%超)②増加傾向

④減少傾向 ⑤大幅減(20%超)

*前年度の会計年度に比べて今期見込み

③ほぼ横ぱい

下1.従業員数伸び率についてお教えください。*今期の会計年度に比べて次年度見込み

①大幅増(20%超)

④減少傾向

*今期の会計年度に比べて次年度見込み

③ほぼ横ぱい

【オープンソースソフトウェア(OSS)の活用状況についてお聞きします】

*貴社で開発(業務)に活用しているオープンソースソフトウェア(OSS)がありましたら、
その活用の割合についてお教えください。

伊Dサーバ0SとしてLinuXを活用しており、他のサーバ0Sも含めた活用のうちLinuXの
活用割合が50%の場合

①100% ②99%~75% 4%~50%

④49%~25% ⑤24%~1% ⑥活用していない

⑦不明

*前年度の会計年度に比べて今期見込み

③ほぼ横ぱい

②増加傾向

⑤大幅減(20%超)

③ほぼ横ぱい

12 LinuX の活用についてお教えください。

② 99%~75%

(5) 24%~1%

① 100%

④ 49%~25%

⑦不明

③ 74%~50%

⑥活用していない
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13 Apache HTTp server の活用についてお教えください。

③ 74%~50%② 99%~75%

⑥活用していない⑤ 24%~1%49%~25%

① 100%

^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

不明

14
^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

データベース(MysQL、 PO.tgresQL等)

② 99%~75%

⑤ 24%~1%

① 100%

④ 49%~25%

⑦不明

15
^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

プログラミング言語Rubyの活用についてお教えください。

③ 74%~50%② 99%~75%

⑥活用していない⑤ 24%~1%

① 100%

④ 49%~25%

⑦不明

16

の活用についてお教えください。

③ 74%~50%

⑥活用していない

その他のプログラミング言語(P田1、python、PHP等)の活用についてお教えください。

③ 74%~50%② 99%~75%100%

⑥活用していない⑤ 24%~1%49%~25%
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③ 1千万~2千万円未満

⑦不明

17
^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

Webフレームワーク RubyonRailSの活用についてお教えください。

③ 74%~50%② 99%~75%

⑥活用していない⑤ 24%~1%49%~25%

① 100%

^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

③ 1千万~2千万円未満

不明

【オープンソースソフトウェア(OSS)の開発貢献にっいてお聞きします】
貴社でオープンソースソフトウェア(OSS)自体の開発に対して何らかの貢献をされている

場合、金額ベースで換算したものが分かりましたらお教えください。

伊DOSSの団体、コミュニティなどに賛助金や会費などで直接投資している金額、貴社
の開発者が業務時間内にOSSの開発に貢献している人件費(人月換算したもの)等の合計費

18.LinuXへの開発貢献についてお教えください。

② 2千万円~1億円未満① 1億円以上

⑥不明⑤なし④ 1千万円未満

19. Apache HTTp server への開発貢献についてお教えください。

② 2千万円~1億円未満① 1億円以上

⑥不明⑤なし④ 1千万円未満

^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

④
⑦

①
④

④
⑦
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20.データベース(MysQL、postgrosQL等)への開発貢献についてお教えください。
^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

① 1億円以上 ② 2千万円~1億円未満 ③ 1千万~2千万円未満

④ 1千万円未満 ⑤なし ⑥不明
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24. webフレームワーク R"byon RailS への開発貢献についてお教えください。

① 1億円以上 ② 2千万円~1億円未満 ③ 1千万~2千万円未満

④ 1千万円未満 ⑤なし ⑥不明

21. AP印heHTTpseⅣ引への開発貢献についてお教えください。

① 1億円以上 ② 2千万円~1億円未満 ③ 1千万~2千万円未満

④ 1千万円未満 ⑤なし ⑥不明

22.プログラミング言語Rubyのへの開発貢献についてお教えください。
^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

① 1億円以上 ② 2千万円~1億円未満 ③ 1千万~2千万円未満

④ 1千万円未満 ⑤なし ⑥不明

その他オープンソースソフトウェア(OSS)の活用、また開発貢献を行ったことによる25

具体的な成果がありましたら、お教えください。

例)コスト削減効果、自社商品・サービスの開発、OSS1こ関わる案件の採択

人材採用(エンジニアを採用しやすくなった等)、脱下請(直接受託が可能に

なった等)、自社の知名度や信用力向上等

23.その他のプログラミング言語(perl、python、PHP、等)への開発貢献にっいてお教えください。
^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

① 1億円以上 ② 2千万円~1億円未満 ③ 1千万~2千万円未満

④ 1千万円未満 ⑤なし ⑥不明




